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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対向して配置された２枚の液晶配向膜保持基板および該２枚の液晶配向膜保持基板の間
に挾持された液晶相からなる液晶表示素子であって、該液晶配向膜保持基板は基板、電極
により基板上に構成された表示画素および表示画素の上に直接または絶縁膜を介して形成
された液晶配向膜からなり、該電極は基板に対しほぼ平行な電解を発生するように構成さ
れ、該配向膜がカルコン構造を有する重合体を含有し、そして該重合体は下記式（ＩＶ）
－２および（ＩＶ）－３
【化２０】

ここで、Ｐ４は芳香環を含有する２価の有機基であり、Ｑ４は芳香環を含有する１価の有
機基であり、Ｒ７およびＲ８は、互いに独立に、水素原子または炭素数１～６のアルキル
基であり、Ｓ１は水素原子または１価の有機基でありそしてＸ１は２価の結合基または単
結合である、
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【化２１】

ここでＰ４は芳香環を含有する２価の有機基であり、Ｑ４は芳香環を含有する１価の有機
基であり、Ｒ７およびＲ８は、互いに独立に、水素原子または炭素数１～６のアルキル基
であり、そしてＸ２は２価の結合基または単結合を表す、
で表されるカルコン構造を共に含有するマレイミド／スチレン共重合体であることを特徴
とする液晶表示素子。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は液晶表示素子に関する。さらに詳しくは、視覚特性に優れ、表示特性が良好な横
電解方式の液晶表示素子に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ型）液晶表示素子は、液晶を駆動する電極
として、２枚の基板界面上に対向させた透明電極を用い、液晶に印加する電界の方向を基
板面に垂直な方向とする方式（縦電界方式または縦電界制御型と云われる）を採用してい
る。この縦電界方式の液晶表示素子は、液晶分子の長軸と短軸との屈折率が異なるために
視覚特性が悪いといった欠点があり、大画面化の大きな障害になっている。この液晶分子
の屈折率に起因する視覚特性の改善には、液晶に印加する電界を基板界面に平行な方向と
する方式（横電界方式、横電界制御型またはＩＰＳ（Ｉｎ　Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉ
ｎｇ）モードと云われる）が有効である。この横電界方式として櫛形電極対を用いた方法
が、特開昭５６－９１２７７号公報および特開平１－１２０５２８号公報により提案され
ている。
【０００３】
液晶配向膜に液晶配向能を付与する方法としては、コットン、レイヨン、ナイロン等で塗
膜の表面を擦るラビングと呼ばれる方法が一般的であり、広く液晶表示素子の生産に用い
られている。しかし、ラビング処理は配向膜表面を直接布で擦る処理方法であるため、ラ
ビングを行う際に塗膜が削れたり、静電気が発生する問題がある。また、櫛形電極対を用
いる液晶表示素子の場合、通常、電極の上部に液晶配向膜が設けられるために液晶配向膜
表面が櫛形電極の凹凸の影響を受け、膜表面に傷が発生して表示性能を劣化させるという
問題がある。また、ラビングを行うことにより、液晶配向膜材料の削りかすなどが発生し
、これを除去するため新たにラビング後の洗浄工程が必要となるなどして生産工程が複雑
になるなど、製造歩留まりの悪化を招いていた。
【０００４】
また、横電界方式液晶表示素子では、液晶分子長軸と電極表面とのなす角を小さくしなけ
れば安定な表示をすることができないため、液晶配向膜としては、配向膜面と液晶分子の
長軸とのなす角、すなわちプレチルト角を小さくする必要がある。しかし、ラビング処理
によっては、例えば１°以下のプレチルト角を得ることは極めて困難である。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、上記問題を解決するため、ラビング液晶配向処理を行わずに、非接触で
液晶表示素子に必要な強い液晶配向制御能を配向膜に発現させる液晶配向処理方法を用い
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、視野特性および表示特性に優れた液晶表示素子を提供することにある。
本発明のさらに他の目的および利点は、以下の説明から明らかになろう。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　本発明によれば、本発明の上記目的および利点は、対向して配置された２枚の液晶配向
膜保持基板および該２枚の液晶配向膜保持基板の間に挾持された液晶相からなる液晶表示
素子であって、該液晶配向膜保持基板は基板、電極により基板上に構成された表示画素お
よび表示画素の上に直接または絶縁膜を介して形成された液晶配向膜からなり、該電極は
基板に対しほぼ平行な電解を発生するように構成され、該配向膜はカルコン構造を有する
重合体を含有し、そして該重合体はマレイミド／スチレン共重合体であることを特徴とす
る液晶表示素子により達成される。
【０００７】
【発明の好ましい実施態様】
　本発明において液晶配向膜のために用いられる重合体は、カルコン構造を有する。本発
明において、カルコン構造は、下記式（Ｉ）～（Ｖ）：
【０００８】
【化１】

【０００９】
上記式中、Ｐ１、Ｐ４、Ｑ１およびＱ３は、互いに独立に、芳香環を含有する２価の有機
基であり、Ｐ２、Ｐ３、Ｑ４およびＱ５は、互いに独立に、芳香環を含有する１価の有機
基であり、Ｐ５およびＱ２は、互いに独立に、芳香環を含有する３価の有機基でありそし
てＲ１～Ｒ１０は、互いに独立に、水素原子または炭素数１～６のアルキル基である、
で表される構造（以下、「特定構造」ともいう）のうちの式（ＩＶ）で表される構造であ
る。
【００１０】
上記式中、芳香環を含有する１価、２価および３価の有機基はいずれも、好ましくは炭素
数６～２０、より好ましくは炭素数６～１４を有する。これらの有機基にはハロゲン原子
が含有されていてもよい。具体的には、上記２価の有機基として、例えば１,２－フェニ
レン基、１,３－フェニレン基、１,４－フェニレン基、４,４’－ビフェニレン基等が挙
げられる。また１価の有機基としては、例えばフェニル基、４－メトキシフェニル基、４
－エトキシフェニル基、４－シアノフェニル基、４－ペンチルフェニル基、４－フルオロ
フェニル基、３,４－ジフルオロフェニル基、３,４,５－トリフルオロフェニル基、４－
（トリフルオロメチル）フェニル基、３,５－ビス（トリフルオロメチル）フェニル基、
４－オクチルフェニル基、４－ペンチルビフェニル基、４－オクチルビフェニル基、４－
フルオロビフェニル基、３,４－ジフルオロビフェニル基、３,４,５－トリフルオロビフ
ェニル基、４－オクチル－１－ナフチル基、５－ペンチル－１－ナフチル基、６－オクチ
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どが挙げられる。同様に、３価の有機基としては、上記１価および２価の有機基と同じ骨
格を持つ有機基が挙げられる。
また、炭素数１～６のアルキル基は、直鎖状であっても分岐鎖状であってもよい。
さらに、本発明において、上記式（ＩＶ）で表される特定構造のうち、下記式（ＩＶ）－
４
【００１１】
【化２】

【００１２】
ここで、Ｑ4、Ｒ7およびＲ8の定義は上記式（ＩＶ）に同じであり、Ｐ41は下記式（ＩＶ
）－４’または（ＩＶ）－４’’
【００１３】
【化３】

【００１４】
ここで、Ｔは単結合または酸素原子を含有していてもよい炭素数１～１５の２価の有機基
である、
で表されるカルコン構造が特に好ましいものとして例示できる。
【００１５】
式（ＩＶ）－４’において、Ｔは単結合または酸素原子を含有していてもよい炭素数１～
１５の２価の有機基である。酸素原子を含有していてもよい炭素数１～１５の２価の有機
基としては、例えば下記式（ＩＶ）－４’’’で表される有機基を挙げることができる。
【００１６】
【化４】

【００１７】
ここで、Ｓ1、Ｓ2およびＳ3は、それぞれ独立に、炭素数１～１５のアルキレン基または
シクロアルキレン基であり、Ａ1およびＡ2は、それぞれ独立に、
【００１８】
【化５】
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で表される２価の結合基であり、ａ、ｂ、ｃ、ｄおよびｅは、それぞれ独立に０または１
であり、ａ～ｅのうち少なくとも１つは１である。
式（ＩＶ）－４’で表される２価の有機基の具体例としては４,４’－ビフェニレン基お
よび下記式（１）～（１８）で表される有機基を挙げることができる。
【００２０】
【化６】

【００２１】
【化７】
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【００２２】
　本発明で用いられる上記ポリマーは、上記特定構造（Ｉ）～（Ｖ）を主鎖または側鎖に
有するポリマーであることが好ましい。ポリマーの骨格は、（１）ポリイミド、（２）ポ
リエステル、（３）ポリアミド、（４）ポリ（メタ）アクリレート、（５）ポリシロキサ
ンおよび（６）マレイミド重合体、スチレン重合体またはマレイミド／スチレン共重合体
のうちの、マレイミド／スチレン共重合体である。これらのポリマーは、ポリマー分子を
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満であることが望ましい。
【００２３】
前記ポリイミドは、
（イ）テトラカルボン酸二無水物と、
（ロ）ジアミン化合物
とを反応させ、中間体のポリアミック酸を経て得られる。本発明において用いられるポリ
イミドは、（イ）テトラカルボン酸二無水物成分と（ロ）ジアミン成分の少なくともひと
つの成分に、上記特定構造を有する化合物が用いられる。
【００２４】
特定構造を有するテトラカルボン酸二無水物としては、例えば３,３’,４,４’－カルコ
ンテトラカルボン酸二無水物、４,４’,５,５’－カルコンテトラカルボン酸二無水物、
３,３’,４,５’－カルコンテトラカルボン酸二無水物、４,４’－ジヒドロキシカルコン
ビストリメリテート、３,４’－ジヒドロキシカルコンビストリメリテート、３’,５’－
ジヒドロキシカルコンビストリメリテート、２,４－ジヒドロキシカルコンビストリメリ
テート、２,２’－ビス（４－（４－カルコニル）フェノキシ）－３,３’,４,４’－ビフ
ェニルテトラカルボン酸二無水物、３,３’－ビス（４－（４－カルコニル）フェノキシ
）－４,４’,５,５’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、２,２’－ビス（４－（４
－カルコニル）フェノキシ）－４,４’,５,５’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物
、４,４’－ビス（４－（４－カルコニル）フェノキシ）－２,２’,３,３’－ビフェニル
テトラカルボン酸二無水物、６,６’－ビス（４－（４－カルコニル）フェノキシ）－２,
２’,３,３’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、５,５’－ビス（４－（４－カル
コニル）フェノキシ）－２,２’,３,３’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、２,２
’－ビス（４－（４－カルコニル）フェノキシ）－３,３’,４,４’－ジフェニルエーテ
ルテトラカルボン酸二無水物、３,３’－ビス（４－（４－カルコニル）フェノキシ）－
４,４’,５,５’－ジフェニルエーテルテトラカルボン酸二無水物、２,２’－ビス（４－
（４－カルコニル）フェノキシ）－４,４’,５,５’－ジフェニルエーテルテトラカルボ
ン酸二無水物、４,４’－ビス（４－（４－カルコニル）フェノキシ）－２,２’,３,３’
－ジフェニルエーテルテトラカルボン酸二無水物、６,６’－ビス（４－（４－カルコニ
ル）フェノキシ）－２,２’,３,３’－ジフェニルエーテルテトラカルボン酸二無水物、
５,５’－ビス（４－（４－カルコニル）フェノキシ）－２,２’,３,３’－ジフェニルエ
ーテルテトラカルボン酸二無水物、下記式（１９）～（２８）で表される化合物などが挙
げられる。
【００２５】
【化８】
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【００２６】
【化９】
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【００２７】
特定構造を有するジアミン化合物としては、例えば３,３’－ジアミノカルコン、４,４’
－ジアミノカルコン、３,４’－ジアミノカルコン、３,４－ジアミノカルコン、４－（３
,５－ジアミノフェノキシ）カルコン、４’－（２,４－ジアミノフェノキシ）カルコン、
４－（４－（２,４－ジアミノフェノキシ）フェニル）カルコン、４－（４－（２－（２,
４－ジアミノフェノキシ）エトキシ）フェニル）カルコン、４－（４－（６－（２,４－
ジアミノフェノキシ）ヘキサノキシ）フェニル）カルコン、４－（２－（２,４－ジアミ
ノフェノキシ）エチル）カルコンカルボキシラート、４－（６－（２,４－ジアミノフェ
ノキシ）ヘキシル）カルコンカルボキシラート、４－（４－（２,４－ジアミノフェノキ
シ）ベンゾイルオキシ）カルコン、４－（４－（２,４－ジアミノフェノキシ）フェニル
）カルコンカルボキシラート、４－（４－（２－（２,４－ジアミノフェノキシ）エトキ
シ）ベンゾイルオキシ）カルコン、４－（４－（２－（２,４－ジアミノフェノキシ）エ
トキシ）フェニル）カルコンカルボキシラート、４－（４－（６－（２,４－ジアミノフ
ェノキシ）ヘキサノキシ）ベンゾイルオキシ）カルコン、４－（４－（６－（２,４－ジ
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３,５－ジアミノベンゾイルオキシ）フェニル）カルコン、４－（４－（２－（３,５－ジ
アミノベンゾイルオキシ）エトキシ）フェニル）カルコン、４－（４－（６－（３,５－
ジアミノベンゾイルオキシ）ヘキサノキシ）フェニル）カルコン、４－（２－（３,５－
ジアミノベンゾイルオキシ）エチル）カルコンカルボキシラート、４－（６－（３,５－
ジアミノベンゾイルオキシ）ヘキシル）カルコンカルボキシラート、４－（４－（３,５
－ジアミノベンゾイルオキシ）ベンゾイルオキシ）カルコン、４－（４－（３,５－ジア
ミノベンゾイルオキシ）フェニル）カルコンカルボキシラート、４－（４－（２－（３,
５－ジアミノベンゾイルオキシ）エトキシ）ベンゾイルオキシ）カルコン、４－（４－（
２－（３,５－ジアミノベンゾイルオキシ）エトキシ）フェニル）カルコンカルボキシラ
ート、４－（４－（６－（３,５－ジアミノベンゾイルオキシ）ヘキサノキシ）ベンゾイ
ルオキシ）カルコン、４－（４－（６－（３,５－ジアミノベンゾイルオキシ）ヘキサノ
キシ）フェニル）カルコンカルボキシラート、下記式（２９）～（３４）で表される化合
物、
【００２８】
【化１０】
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下記式（ＶＩ）で表される化合物などが挙げられる。
【００３０】
【化１１】
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【００３１】
（式中、Ａ1およびＡ2は２価の芳香族基を表し、ｎは１～１０の整数を表す。）上記式（
ＶＩ）中、ＣnＨ2n+1－で表されるアルキル基は、直鎖状であっても分岐鎖状であっても
よく、直鎖状のものがより好ましい。Ａ1およびＡ2で表される２価の芳香族基としては、
例えばフェニレン基、ビフェニレン基、ナフチレン基、ビナフチレン基、アントリレン基
、フェナントリレン基；ピレン、クリセン、ナフタセンなどの多環芳香族化合物から水素
原子２個を除いた有機基などが挙げられる。
【００３２】
上記式（ＶＩ）で表される化合物の具体例としては、４－イソプロピル－４’（３,５－
ジアミノフェノキシ）カルコン、４－アミル－４’－（３,５－ジアミノフェノキシ）カ
ルコン、４－ペンチル－４’－（－３,５－ジアミノフェノキシ）カルコン、４－オクチ
ル－４’－（３,５－ジアミノフェノキシ）カルコン、４－ペンチル－２－メチル－４’
－（２,４－ジアミノフェノキシ）カルコン、４－ペンチル－２,５ジメチル－４’－（３
,５－ジアミノフェノキシ）カルコン、４－オクチル－２－メチル－４’－（３,５－ジア
ミノフェノキシ）カルコン、４－ペンチル－４’－（２,４－ジアミノフェノキシ）カル
コン、４－オクチル－４’－（２,４－ジアミノフェノキシ）カルコン、４－ペンチル－
４’－（３,５－ジアミノベンゾイロキシ）カルコン、４－オクチル－４’－（３,５－ジ
アミノベンゾイロキシ）カルコン、４－ペンチル－３’－（２,４－ジアミノベンゾイロ
キシ）カルコン、４－オクチル－３’－（２,４－ジアミノベンゾイロキシ）カルコンな
どが挙げられる。これらは単独でまたは２種以上を組み合わせて使用できる。
【００３３】
本発明において用いられるポリイミドには、本発明の効果を損なわない程度に他のテトラ
カルボン酸二無水物および／またはジアミン化合物を併用することができる。他のテトラ
カルボン酸二無水物および／または他のジアミン化合物は、特定構造を有するテトラカル
ボン酸二無水物および特定構造を有するジアミン化合物の合計量に対し８０モル％以下の
割合で用いるのが好ましい。
【００３４】
他のテトラカルボン酸二無水物としては、例えば、２,３,５－トリカルボキシシクロペン
チル酢酸二無水物、ブタンテトラカルボン酸二無水物、１,２,３,４－シクロブタンテト
ラカルボン酸二無水物、１,３－ジメチル－１,２,３,４－シクロブタンテトラカルボン酸
二無水物、１,２,３,４－シクロペンタンテトラカルボン酸二無水物、３,５,６－トリカ
ルボキシノルボルナン－２－酢酸二無水物、２,３,４,５－テトラヒドロフランテトラカ
ルボン酸二無水物、１,３,３ａ,４,５,９ｂ－ヘキサヒドロ－５－（テトラヒドロ－２,５
－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１,２－ｃ］－フラン－１,３－ジオン、５－（２
,５－ジオキソテトラヒドロフラル）－３－メチル－３－シクロヘキセン－１,２－ジカル
ボン酸二無水物、ビシクロ［２.２.２］－オクト－７－エン－２,３,５,６－テトラカル
ボン酸二無水物などの脂肪族および脂環式テトラカルボン酸二無水物；
ピロメリット酸二無水物、３,３’,４,４’－ビフェニルスルホンテトラカルボン酸二無
水物、１,４,５,８－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、２,３,６,７－ナフタレンテ
トラカルボン酸二無水物、３,３’,４,４’－ビフェニルエーテルテトラカルボン酸二無
水物、３,３’,４,４’－ジメチルジフェニルシランテトラカルボン酸二無水物、３,３’
,４,４’－テトラフェニルシランテトラカルボン酸二無水物、１,２,３,４－フランテト
ラカルボン酸二無水物、４,４’－ビス（３,４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルス
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ルフィド二無水物、４,４’－ビス（３,４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルスルホ
ン二無水物、４,４’－ビス（３,４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルプロパン二無
水物、３,３’,４,４’－パーフルオロイソプロピリデンテトラカルボン酸二無水物、３,
３’,４,４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、ビス（フタル酸）フェニルホスフ
ィンオキサイド二無水物、ｐ－フェニレン－ビス（トリフェニルフタル酸）二無水物、ｍ
－フェニレン－ビス（トリフェニルフタル酸）二無水物、ビス（トリフェニルフタル酸）
－４,４’－ジフェニルエーテル二無水物、ビス（トリフェニルフタル酸）－４,４’－ジ
フェニルメタン二無水物などの芳香族テトラカルボン酸二無水物を挙げることができる。
【００３５】
これらのうち、２,３,５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無水物、ブタンテトラカ
ルボン酸二無水物、１,３－ジメチル－１,２,３,４－シクロブタンテトラカルボン酸二無
水物、１,２,３,４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、ピロメリット酸二無水物
、３,３’,４,４’－ビフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、１,４,５,８－ナフ
タレンテトラカルボン酸二無水物、２,３,６,７－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物
、３,３’,４,４’－ビフェニルエーテルテトラカルボン酸二無水物が好ましい。これら
は単独でまたは２種以上を組み合わせて使用できる。
【００３６】
他のジアミン化合物としては、例えばｐ－フェニレンジアミン、ｍ－フェニレンジアミン
、４,４’－ジアミノジフェニルメタン、４,４’－ジアミノジフェニルエタン、４,４’
－ジアミノジフェニルスルフィド、４,４’－ジアミノジフェニルスルホン、３,３’－ジ
メチル－４,４’－ジアミノビフェニル、４,４’－ジアミノベンズアニリド、４,４’－
ジアミノジフェニルエーテル、１,５－ジアミノナフタレン、３,３－ジメチル－４,４’
－ジアミノビフェニル、５－アミノ－１－（４’－アミノフェニル）－１,３,３－トリメ
チルインダン、６－アミノ－１－（４’－アミノフェニル）－１,３,３－トリメチルイン
ダン、３,４’－ジアミノジフェニルエーテル、２,２－ビス（４－アミノフェノキシ）プ
ロパン、２,２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、２,２－ビス
［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］ヘキサフルオロプロパン、２,２－ビス（４
－アミノフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２,２－ビス［４－（４－アミノフェノキ
シ）フェニル］スルホン、１,４－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、１,３－ビス
（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、１,３－ビス（３－アミノフェノキシ）ベンゼン、
９,９－ビス（４－アミノフェニル）－１０－ヒドロアントラセン、２,７－ジアミノフル
オレン、９,９－ビス（４－アミノフェニル）フルオレン、４,４’－メチレン－ビス（２
－クロロアニリン）、２,２’,５,５’－テトラクロロ－４,４’－ジアミノビフェニル、
２,２’－ジクロロ－４,４’－ジアミノ－５,５’－ジメトキシビフェニル、３,３’－ジ
メトキシ－４,４’－ジアミノビフェニル、１,４.４’－（ｐ－フェニレンイソプロピリ
デン）ビスアニリン、４,４’－（ｍ－フェニレンイソプロピリデン）ビスアニリン、２,
２’－ビス［４－（４－アミノ－２－トリフルオロメチルフェノキシ）フェニル］ヘキサ
フルオロプロパン、４,４’－ジアミノ－２,２’－ビス（トリフルオロメチル）ビフェニ
ル、４,４’－ビス［（４－アミノ－２－トリフルオロメチル）フェノキシ］－オクタフ
ルオロビフェニルなどの芳香族ジアミン；ジアミノテトラフェニルチオフェンなどのヘテ
ロ原子を有する芳香族ジアミン；
１,１－メタキシリレンジアミン、１,３－プロパンジアミン、テトラメチレンジアミン、
ペンタメチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、ヘプタメチレンジアミン、オクタメ
チレンジアミン、ノナメチレンジアミン、４,４－ジアミノヘプタメチレンジアミン、１,
４－ジアミノシクロヘキサン、イソホロンジアミン、テトラヒドロジシクロペンタジエニ
レンジアミン、ヘキサヒドロ－４,７－メタノインダニレンジメチレンジアミン、トリシ
クロ［６.２.１.０2,7］－ウンデシレンジメチルジアミン、４,４’－メチレンビス（シ
クロヘキシルアミン）などの脂肪族および脂環式ジアミン；ジアミノヘキサメチルジシロ
キサンなどのジアミノオルガノシロキサンが挙げられる。
【００３７】
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これらのうち、ｐ－フェニレンジアミン、４,４’－ジアミノジフェニルメタン、１,５－
ジアミノナフタレン、２,７－ジアミノフルオレン、４,４’－ジアミノジフェニルエーテ
ル、４,４’－（ｐ－フェニレンイソプロピリデン）ビスアニリン、２,２－ビス［４－（
４－アミノフェノキシ）フェニル］ヘキサフルオロプロパン、２,２－ビス（４－アミノ
フェニル）ヘキサフルオロプロパン、２,２’－ビス［４－（４－アミノ－２－トリフル
オロメチルフェノキシ）フェニル］ヘキサフルオロプロパン、４,４’－ジアミノ－２,２
’－ビス（トリフルオロメチル）ビフェニル、４,４’－ビス［（４－アミノ－２－トリ
フルオロメチル）フェノキシ］－オクタフルオロビフェニルが好ましい。これらは単独で
または２種以上を組み合わせて使用できる。
【００３８】
本発明において用いられるポリイミドは、前記（イ）テトラカルボン酸二無水物成分と（
ロ）ジアミン成分を重縮合させてポリアミック酸を得、次いで必要に応じて脱水剤および
イミド化触媒の存在下で加熱して、イミド化することにより得られる。加熱によりイミド
化する場合の反応温度は、好ましくは６０～３００℃、より好ましくは１００～１７０℃
である。反応温度が６０℃未満では反応の進行が遅れ、また３００℃を越えるとポリアミ
ック酸の分子量が大きく低下することがある。また、脱水剤およびイミド化触媒の存在下
でイミド化する場合の反応は、有機溶媒中で行うことができる。反応温度は、好ましくは
０～１８０℃、より好ましくは６０～１５０℃である。前記脱水剤としては、例えば無水
酢酸、無水プロピオン酸、無水トリフルオロ酢酸などの酸無水物を用いることができる。
また、イミド化触媒としては、例えばピリジン、コリジン、ルチジン、トリエチルアミン
などの３級アミンを用いることができるが、これらに限定されるものではない。脱水剤の
使用量は、ポリアミック酸の繰り返し単位１モルに対して１.６～２０モルとするのが好
ましい。また、イミド化触媒の使用量は使用する脱水剤１モルに対し、０.５～１０モル
とするのが好ましい。このイミド化触媒、脱水剤の使用量によって、ポリイミド中のアミ
ック酸残基の含率を調整することができる。
【００３９】
前記ポリエステルは、
（ハ）ジカルボン酸類（ジカルボン酸、ジカルボン酸エステルまたはジカルボン酸ハロゲ
ン化物）と、
（ニ）ジオール化合物
とを反応させて得られる。本発明において用いられるポリエステルは、（ハ）ジカルボン
酸類成分と、（ニ）ジオール化合物の少なくともひとつの成分に、上記特定構造を有する
化合物が用いられる。
【００４０】
特定構造を有するジカルボン酸類としては、例えばカルコン－３,３’－ジカルボン酸、
カルコン－３,４’－ジカルボン酸、カルコン－４,４’－ジカルボン酸およびそれぞれの
アルキルエステル、４－（４－（３,５－ジカルボキシフェノキシ）フェニル）カルコン
、４－（４－（２－（３,５－ジカルボキシフェノキシ）エトキシ）フェニル）カルコン
、４－（４－（６－（３,５－ジカルボキシフェノキシ）ヘキサノキシ）フェニル）カル
コン、４－（２－（３,５－ジカルボキシフェノキシ）エチル）カルコンカルボキシラー
ト、４－（６－（３,５－ジカルボキシフェノキシ）ヘキシル）カルコンカルボキシラー
ト、４－（４－（３,５－ジカルボキシフェノキシ）ベンゾイルオキシ）カルコン、４－
（４－（３,５－ジカルボキシフェノキシ）フェニル）カルコンカルボキシラート、４－
（４－（２－（３,５－ジカルボキシフェノキシ）エトキシ）ベンゾイルオキシ）カルコ
ン、４－（４－（２－（３,５－ジカルボキシフェノキシ）エトキシ）フェニル）カルコ
ンカルボキシラート、４－（４－（６－（３,５－ジカルボキシフェノキシ）ヘキサノキ
シ）ベンゾイルオキシ）カルコン、４－（４－（６－（３,５－ジカルボキシフェノキシ
）ヘキサノキシ）フェニル）カルコンカルボキシラート、それぞれのアルキルエステルな
どのエステル化合物、カルボン酸クロリドなどのカルボン酸ハロゲン化物が挙げられる。
【００４１】
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特定構造を有するジオール化合物としては、例えば３,３’－ジヒドロキシカルコン、４,
４’－ジヒドロキシカルコン、３,４’－ジヒドロキシカルコン、４,４’－ジヒドロキシ
カルコン、４－（４－（３,５－ジヒドロキシフェノキシ）フェニル）カルコン、４－（
４－（２－（３,５－ジヒドロキシフェノキシ）エトキシ）フェニル）カルコン、４－（
４－（６－（３,５－ジヒドロキシフェノキシ）ヘキサノキシ）フェニル）カルコン、４
－（２－（３,５－ジヒドロキシフェノキシ）エチル）カルコンカルボキシラート、４－
（６－（３,５－ジヒドロキシフェノキシ）ヘキシル）カルコンカルボキシラート、４－
（４－（３,５－ジヒドロキシフェノキシ）ベンゾイルオキシ）カルコン、４－（４－（
３,５－ジヒドロキシフェノキシ）フェニル）カルコンカルボキシラート、４－（４－（
２－（３,５－ジヒドロキシフェノキシ）エトキシ）ベンゾイルオキシ）カルコン、４－
（４－（２－（３,５－ジヒドロキシフェノキシ）エトキシ）フェニル）カルコンカルボ
キシラート、４－（４－（６－（３,５－ジヒドロキシフェノキシ）ヘキサノキシ）ベン
ゾイルオキシ）カルコン、４－（４－（６－（３,５－ジヒドロキシフェノキシ）ヘキサ
ノキシ）フェニル）カルコンカルボキシラートなどが挙げられる。
【００４２】
これらのうち、カルコン－４,４’－ジカルボン酸、４,４’－ジヒドロキシカルコンが好
ましい。これらは単独でまたは２種以上を組み合わせて使用できる。他のジカルボン酸類
および／または他のジオール化合物は、特定構造を有するジカルボン酸類および特定構造
を有するジオール類の合計量に対し８０モル％以下の割合で好ましく用いられる。
本発明において用いられるポリエステルには、本発明の効果を損なわない程度に他のジカ
ルボン酸類および／またはジオール化合物を併用することができる。
【００４３】
他のジカルボン酸類としては、例えばシュウ酸、マロン酸、ジフルオロマロン酸、アルキ
ルマロン酸、コハク酸、テトラフルオロコハク酸、アルキルコハク酸、（±）－リンゴ酸
、ｍｅｓｏ－酒石酸、イタコン酸、マレイン酸、メチルマレイン酸、フマル酸、メチルフ
マル酸、アセチレンジカルボン酸、グルタル酸、ヘキサフルオログルタル酸、メチルグル
タル酸、グルタコン酸、アジピン酸、ジチオアジピン酸、メチルアジピン酸、ジメチルア
ジピン酸、テトラメチルアジピン酸、メチレンアジピン酸、ムコン酸、ガラクタル酸、ピ
メリン酸、スベリン酸、パーフルオロスベリン酸、３,３,６,６－テトラメチルスベリン
酸、アゼライン酸、セバシン酸、パーフルオロセバシン酸、ブラシル酸、ドデシルジカル
ボン酸、トリデシルジカルボン酸、テトラデシルジカルボン酸などの脂肪族カルボン酸；
シクロアルキルジカルボン酸、アジピン酸、ヘキサヒドロフタル酸、１,４－（ノルボル
ネン）ジカルボン酸、ビシクロアルキルジカルボン酸、アダマンタンジカルボン酸、スピ
ロヘプタンジカルボン酸などの脂環式カルボン酸；
フタル酸、イソフタル酸、ジチオイソフタル酸、メチルイソフタル酸、ジメチルイソフタ
ル酸、クロロイソフタル酸、ジクロロイソフタル酸、テレフタル酸、メチルテレフタル酸
、ジメチルテレフタル酸、クロロテレフタル酸、ブロモテレフタル酸、ナフタレンジカル
ボン酸、オキソフルオレンジカルボン酸、アントラセンジカルボン酸、ビフェニルジカル
ボン酸、ビフェニレンジカルボン酸、ジメチルビフェニレンジカルボン酸、４,４’’－
ｐ－テレフェニレンジカルボン酸、４、４’’’－ｐ－クワレルフェニルジカルボン酸、
ビベンジルジカルボン酸、アゾベンゼンジカルボン酸、ホモフタル酸、フェニレン二酢酸
、フェニレンジプロピオン酸、ナフタレンジカルボン酸、ナフタレンジプロピオン酸、ビ
フェニル二酢酸、ビフェニルジプロピオン酸、３,３’－［４,４’－（メチレンジ－ｐ－
ビフェニレン）ジプロピオン酸、４,４’－ビベンジル二酢酸、３,３’－（４,４’－ビ
ベンジル）ジプロピオン酸、オキシジ－ｐ－フェニレン二酢酸などの芳香族ジカルボン酸
およびそれぞれのアルキルエステルなどのエステル化合物、カルボン酸クロリドなどのカ
ルボン酸ハロゲン化物が挙げられる。これらは単独でまたは２種以上を組み合わせて使用
できる。
【００４４】
他のジオール化合物としては、例えばカテコール、アルキルカテコール、ヒドロキノンな
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どの多価フェノ－ル類；メチレンビスフェノール、イソプロピリデンビスフェノール、ブ
チリデンビスフェノール、チオビスフェノール、スルフィニルビスフェノール、スルフォ
ニルンビスフェノール、オキシビスフェノールなどのビスフェノール類が挙げられる。こ
れらは単独でまたは２種以上を組み合わせて使用できる。
【００４５】
本発明において用いられるポリエステルは、前記（ハ）ジカルボン酸類成分と（ニ）ジオ
ール化合物成分とを、必要に応じて触媒存在下で加熱し重縮合させて得られる。ジカルボ
ン酸とジオール化合物との重縮合の場合は、触媒として、硫酸、ｐ－トルエンスルフォン
酸等のプロトン酸、重金属の酸化物または塩、チタン、スズ、鉛などの有機金属化合物等
が用いられる。ジカルボン酸エステルとジオール化合物との反応の場合は、触媒として、
鉛、亜鉛、マンガン、カルシウム、コバルト、カドミウムなどの酢酸塩や炭酸塩化合物、
金属マグネシウム、亜鉛、鉛、アンチモン、ゲルマニウムなどの酸化物が用いられる。ジ
カルボン酸ハロゲン化物とジオール化合物との反応の場合は、触媒として、ピリジン、ト
リエリルアミンなどの塩基性触媒が用いられる。
【００４６】
前記ポリアミドは、
（ホ）ジカルボン酸類（ジカルボン酸、ジカルボン酸エステル、ジカルボン酸ハロゲン化
物）と、
（ヘ）ジアミン化合物
とを反応させて得られる。本発明において用いられるポリアミドは、（ホ）ジカルボン酸
類成分と（ヘ）ジアミン化合物成分の少なくともひとつの成分に、特定構造を有する化合
物が用いられる。
特定構造を有するジカルボン酸類としては、先に挙げたジカルボン酸類（ハ）が用いられ
る。また、特定構造を有するジアミン化合物としては、先に挙げたジアミン化合物（ロ）
が用いられる。これらは単独でまたは２種以上を組み合わせて使用できる。
【００４７】
本発明において用いられるポリアミドには、本発明の効果を損なわない程度に他のジカル
ボン酸類、ジアミン化合物を併用することができる。他のジカルボン酸類、ジアミン化合
物としては、先に挙げた他のジカルボン酸類およびジアミン化合物が用いられる。これら
は単独でまたは２種以上を組み合わせて使用できる。他のジカルボン酸類および／または
他のジアミン化合物は、特定構造を有するジカルボン酸類および特定構造をジアミン化合
物の合計量に対し８０モル％以下で好ましく用いられる。
【００４８】
本発明において用いられるポリアミドは、前記（ホ）ジカルボン酸類成分と（ヘ）ジアミ
ン成分とを、必要に応じて、パラトルエンスルホン酸、硫酸、塩酸、などの酸性触媒存在
下で重縮合させて得られる。
前記ポリ（メタ）アクリレートは、
（ト）（メタ）アクリレート化合物
を重合させて得られる。本発明において用いられるポリ（メタ）アクリレートは、（ト）
（メタ）アクリレート化合物に、特定構造を有する化合物が用いられる。
【００４９】
特定構造を有する（メタ）アクリレート化合物としては、例えば４’－（メタ）アクリロ
イロキシカルコン、４－フェニル－４’－（メタ）アクリロイロキシカルコン、４－ペン
チル－４’－（メタ）アクリロイロキシカルコン、４－（４－ペンチルフェニル）－４’
－（メタ）アクリロイロキシカルコン、４－（４－（メタ）アクリロイルオキシフェニル
）カルコン、４－（４－（２－（メタ）アクリロイルオキシエトキシ）フェニル）カルコ
ン、４－（４－（６－（メタ）アクリロイルオキシヘキサノキシ）フェニル）カルコン、
４－（２－（メタ）アクリロイルオキシエチル）カルコンカルボキシラート、４－（６－
（メタ）アクリロイルオキシヘキシル）カルコンカルボキシラート、４－（４－（メタ）
アクリロイルオキシベンゾイルオキシ）カルコン、４－（４－（メタ）アクリロイルオキ
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シフェニル）カルコンカルボキシラート、４－（４－（２－（メタ）アクリロイルオキシ
エトキシ）ベンゾイルオキシ）カルコン、４－（４－（２－（メタ）アクリロイルオキシ
エトキシ）フェニル）カルコンカルボキシラート、４－（４－（６－（メタ）アクリロイ
ルオキシヘキサノキシ）ベンゾイルオキシ）カルコン、４－（４－（６－（メタ）アクリ
ロイルオキヘキサノキシ）フェニル）カルコンカルボキシラート、下記式（３５）～（３
７）で表される化合物などが挙げられる。これらは単独でまたは２種以上を組み合わせて
使用できる。
【００５０】
【化１２】

【００５１】
上記ポリ（メタ）アクリレートには、本発明の効果を損なわない程度に上述した他の（メ
タ）アクリレート化合物を併用することができる。他の（メタ）アクリレート化合物は、
特定構造を有するメタアクリレート化合物に対し３００モル％以下の割合で好ましく用い
られる。
【００５２】
他の（メタ）アクリレート化合物としては、例えばメチル（メタ）アクリレート、エチル
（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、ｉ－ブチル（メタ）アクリレ
ート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）ア
クリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールモノ（
メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレートなどの脂肪族（
メタ）アクリレート化合物；
テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、
グリシジル（メタ）アクリレート、ジシクロペンタジエン（メタ）アクリレート、ジシク
ロペンタニル（メタ）アクリレート、トリシクロデカニル（メタ）アクリレート、イソボ
ルニル（メタ）アクリレートなどの脂環式（メタ）アクリレート化合物；
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ベンジル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェニルオキシプロピル（メタ）
アクリレート、トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌレートトリ（メタ）アクリレ
ートなどの芳香族（メタ）アクリレート化合物などが挙げられる。これらは単独でまたは
２種以上を組み合わせて使用できる。
【００５３】
前記ポリシロキサンは、上記特定構造（ＩＩＩ）を有する下記式（ＩＩＩ）－１
【００５４】
【化１３】

【００５５】
ここで、Ｐ3、Ｑ3、Ｒ5およびＲ6の定義は上記式（ＩＩＩ）に同じであり、そしてＺ1は
水酸基またはメチル基である、
および／または上記特定構造（ＩＶ）を有する下記式（ＩＶ）－１
【００５６】
【化１４】

【００５７】
ここで、Ｐ4、Ｑ4、Ｒ7およびＲ8の定義は上記式（ＩＶ）に同じでありそしてＺ2は水酸
基またはメチル基である、
で表されるカルコン構造を有する。
【００５８】
前記ポリシロキサンは、環状オリゴシロキサン誘導体を酸または塩基触媒下で開環重合す
るか、ジクロロシラン誘導体を加水分解することにより得られる。本発明において用いら
れるポリシロキサンは、環状オリゴシロキサン誘導体またはジクロロシラン誘導体の少な
くとも１部として、上記特定構造を有する化合物を用いることにより得られる。本発明に
おいて用いられるポリシロキサンを得る別の方法は、Ｓｉ－Ｈ結合を有するポリシロキサ
ン誘導体と、上記特定構造およびアリル基を有する化合物を、塩化白金の様な触媒の存在
下で反応させる方法である。
【００５９】
特定構造を有する環状オリゴシロキサン誘導体としては、例えば１,３,５,７－テトラ（
４－カルコニル）－１,３,５,７－テトラメチルシクロテトラシロキサン、１,３,５,７－
テトラ（４’－カルコニル）－１,３,５,７－テトラメチルシクロテトラシロキサン、１,
３,５,７－テトラ（３－（４－カルコニルオキシ）プロピル）－１,３,５,７－テトラメ
チルシクロテトラシロキサン、１,３,５,７－テトラ（３－（４’－カルコニルオキシ）
プロピル）－１,３,５,７－テトラメチルシクロテトラシロキサン、１,３,５,７－テトラ
（３－（４－カルコニル）プロピル）－１,３,５,７－テトラメチルシクロテトラシロキ
サン、１,３,５,７－テトラ（３－（４’－カルコニル）プロピル）－１,３,５,７－テト
ラメチルシクロテトラシロキサン、１,３,５,７－テトラ（６－（４－カルコニルオキシ
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ラ（６－（４’－カルコニルオキシ）ヘキシル）－１,３,５,７－テトラメチルシクロテ
トラシロキサン、１,３,５,７－テトラ（６－（４－カルコニル）ヘキシル）－１,３,５,
７－テトラメチルシクロテトラシロキサン、１,３,５,７－テトラ（６－（４’－カルコ
ニル）ヘキシル）－１,３,５,７－テトラメチルシクロテトラシロキサンなどが挙げられ
る。これらは単独でまたは２種以上を組み合わせて使用できる。
【００６０】
これらの特定構造を有する環状オリゴシロキサン誘導体は、１,３,５,７－テトラメチル
シクロテトラシロキサンなどの環状オリゴシロキサンと、４－アリルオキシカルコンなど
の特定構造を有する化合物とを、白金触媒などの存在下で反応させることにより得られる
。
【００６１】
特定構造を有するジクロロシラン誘導体としては、例えばモノメチルモノ（４－カルコニ
ル）ジクロロシラン,モノメチルモノ（４’－カルコニル）ジクロロシラン、モノメチル
モノ（３－（４－カルコニルオキシ）プロピル）ジクロロシラン、モノメチルモノ（３－
（４’－カルコニルオキシ）プロピル）ジクロロシラン、モノメチルモノ（３－（４－カ
ルコニル）プロピル）ジクロロシラン,モノメチルモノ（３－（４’－カルコニル）プロ
ピル）ジクロロシランなどが挙げられる。これらは単独でまたは２種以上を組み合わせて
使用できる。
【００６２】
これらの特定構造を有するジクロロシラン誘導体は、ジクロロメチルシランなどのジクロ
ロシラン類と、４－アリルオキシカルコンなどの特定構造を有する化合物とを、白金触媒
などの存在下で反応させることにより得られる。
これらのうち、１,３,５,７－テトラ（３－（４－カルコニルオキシ）プロピル）－１,３
,５,７－テトラメチルシクロテトラシロキサンから誘導される重合体が好ましい。
本発明において用いられるポリシロキサンには、本発明の効果を損なわない程度に他の環
状オリゴシロキサン誘導体または他のジクロロシラン誘導体を併用することができる。
【００６３】
他の環状オリゴシロキサン誘導体としては、例えば１,１,３,３,５,５,７,７－オクタメ
チルシクロテトラシロキサン、１,３,５,７－テトラヒドロキシ－１,３,５,７－テトラメ
チルシクロテトラシロキサン、１,１,３,３,５,５,７,７－オクタヒドロキシシクロテト
ラシロキサン、１,１,３,３,５,５,７,７－オクタフェニルシクロテトラシロキサン、１,
３,５,７－テトラヒドロキシ－１,３,５,７－テトラフェニルシクロテトラシロキサンを
挙げることができる。
【００６４】
これらのうち、１,１,３,３,５,５,７,７－オクタメチルシクロテトラシロキサンが好ま
しい。これらは単独でまたは２種以上を組み合わせて使用できる。
他のジクロロシラン誘導体としては、例えばジクロロジメチルシラン、ジクロロジフェニ
ルシラン、ジクロロメチルフェニルシラン、ジクロロジエチルシランが挙げられる。
これらのうち、ジクロロジメチルシランが好ましい。これらは単独でまたは２種以上を組
み合わせて使用できる。
本発明で用いられるポリシロキサン重合体のポリスチレン換算重量平均分子量（以下、「
Ｍｗ」ともいう）は、好ましくは、５,０００～１００,０００である。
また、マレイミド重合体、スチレン重合体およびマレイミド／スチレン共重合体としては
、上記特定構造（ＩＶ）を有する下記式（ＩＶ）－２
【００６５】
【化１５】
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ここで、Ｐ4、Ｑ4、Ｒ7およびＲ８の定義は上記式（ＩＶ）に同じであり、Ｓ1は水素原子
または１価の有機基でありそしてＸ1は２価の結合基または単結合である、
および／または下記式（ＩＶ）－３
【００６７】
【化１６】

【００６８】
ここでＰ4、Ｑ4、Ｒ7およびＲ8の定義は上記式（ＩＶ）に同じであり、そしてＸ2は２価
の結合基または単結合を表す、
で表されるカルコン構造を有するポリマーが用いられる。すなわち、上記式（ＩＶ）－２
で表されるカルコン構造を有するスチレン重合体、上記式（ＩＶ）－３で表されるカルコ
ン構造を有するマレイミド重合体および上記式（ＩＶ）－２および（ＩＶ）－３で表され
るカルコン構造を共に含有する共重合体である。
【００６９】
また、上記式（ＩＶ）－２および（ＩＶ）－３におけるＸ1およびＸ2は、２価の結合基ま
たは単結合である。２価の結合基としては、好ましくは、エーテル結合および／またはエ
ステル結合を含む有機基であり、さらに好ましくはエーテル結合および／またはエステル
結合を含む炭素数６～２４の有機基であり、中でも特に好ましくはエーテル結合および／
またはエステル結合と、炭素数６個以上の直鎖アルキレン構造を含有する有機基である。
また、Ｓ1は水素原子または一価の有機基であり、好ましくは水素原子またはメチル基で
ある。
【００７０】
上記ポリマーは、下記式（ＩＶ）－２Ｍで表される共役エノン構造を有するスチレン誘導
体および下記式（ＩＶ）－３Ｍで表される共役エノン構造を有するマレイミド誘導体より
なる群から選ばれる少なくとも１種の単量体を含む単量体成分を、開始剤の存在下でラジ
カル重合することにより得られる。
【００７１】
【化１７】
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【００７２】
共役エノン構造を有するスチレン誘導体としては、例えば４－（４－カルコニルオキシ）
スチレン、４－（４－カルコニルオキシ）α－メチルスチレン、４－（２－（４－カルコ
ニルオキシ）エトキシ）スチレン、４－（２－（４－カルコニルオキシ）エトキシ）α－
メチルスチレン、４－（４－（４－カルコニルオキシ）ブトキシ）スチレン、４－（４－
（４－カルコニルオキシ）ブトキシ）α－メチルスチレン、４－（６－（４－カルコニル
オキシ）ヘキサノキシ）スチレン、４－（６－（４－カルコニルオキシ）ヘキサノキシ）
α－メチルスチレン、４－（８－（４－カルコニルオキシ）オクタノキシ）スチレン、４
－（８－（４－カルコニルオキシ）オクタノキシ）α－メチルスチレン、４－（４－カル
コニルカルボキシ）スチレン、４－（４－カルコニルカルボキシ）α－メチルスチレン、
４－（２－（４－カルコニルカルボキシ）エトキシ）スチレン、４－（２－（４－カルコ
ニルカルボキシ）エトキシ）α－メチルスチレン、４－（４－（４－カルコニルカルボキ
シ）ブトキシ）スチレン、４－（４－（４－カルコニルカルボキシ）ブトキシ）α－メチ
ルスチレン、４－（６－（４－カルコニルカルボキシ）ヘキサノキシ）スチレン、４－（
６－（４－カルコニルカルボキシ）ヘキサノキシ）α－メチルスチレン、４－（８－（４
－カルコニルカルボキシ）オクタノキシ）スチレン、４－（８－（４－カルコニルカルボ
キシ）オクタノキシ）α－メチルスチレン、４－（２－（４－カルコニル）エトキシ）ス
チレン、４－（２－（４－カルコニル）エトキシ）α－メチルスチレン、４－（４－（４
－カルコニル）ブトキシ）スチレン、４－（４－（４－カルコニル）ブトキシ）α－メチ
ルスチレン、４－（６－（４－カルコニル）ヘキサノキシ）スチレン、４－（６－（４－
カルコニル）ヘキサノキシ）α－メチルスチレン、４－（８－（４－カルコニル）オクタ
ノキシ）スチレン、４－（８－（４－カルコニル）オクタノキシ）α－メチルスチレン、
４－（２－（４－カルコニルオキシ）エチル）スチレン、４－（２－（４－カルコニルオ
キシ）エチル）α－メチルスチレン、４－（４－（４－カルコニルオキシ）ブチル）スチ
レン、４－（４－（４－カルコニルオキシ）ブチル）α－メチルスチレン、４－（６－（
４－カルコニルオキシ）ヘキシル）スチレン、４－（６－（４－カルコニルオキシ）ヘキ
シル）α－メチルスチレン、４－（８－（４－カルコニルオキシ）オクチル）スチレン、
４－（８－（４－カルコニルオキシ）オクチル）α－メチルスチレン、４－（２－（４－
カルコニルカルボキシ）エチル）スチレン、４－（２－（４－カルコニルカルボキシ）エ
チル）α－メチルスチレン、４－（４－（４－カルコニルカルボキシ）ブチル）スチレン
、４－（４－（４－カルコニルカルボキシ）ブチル）α－メチルスチレン、４－（６－（
４－カルコニルカルボキシ）ヘキシル）スチレン、４－（６－（４－カルコニルカルボキ
シ）ヘキシル）α－メチルスチレン、４－（８－（４－カルコニルカルボキシ）オクチル
）スチレン、４－（８－（４－カルコニルカルボキシ）オクチル）α－メチルスチレン、
４－（２－（４－カルコニル）エチル）スチレン、４－（２－（４－カルコニル）エチル
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）α－メチルスチレン、４－（４－（４－カルコニル）ブチル）スチレン、４－（４－（
４－カルコニル）ブチル）スチレン、４－（４－（４－カルコニル）ブチル）α－メチル
スチレン、４－（６－（４－カルコニル）ヘキシル）スチレン、４－（６－（４－カルコ
ニル）ヘキシル）α－メチルスチレン、４－（８－（４－カルコニル）オクチル）スチレ
ン、４－（８－（４－カルコニル）オクチル）α－メチルスチレン、４－（４－カルコニ
ルオキシメチル）スチレン、４－（４－カルコニルオキシメチル）α－メチルスチレン、
４－（２－（４－カルコニルオキシ）エトキシメチル）スチレン、４－（２－（４－カル
コニルオキシ）エトキシメチル）α－メチルスチレン、４－（４－（４－カルコニルオキ
シ）ブトキシメチル）スチレン、４－（４－（４－カルコニルオキシ）ブトキシメチル）
α－メチルスチレン、４－（６－（４－カルコニルオキシ）ヘキサノキシメチル）スチレ
ン、４－（６－（４－カルコニルオキシ）ヘキサノキシメチル）α－メチルスチレン、４
－（８－（４－カルコニルオキシ）オクタノキシメチル）スチレン、４－（８－（４－カ
ルコニルオキシ）オクタノキシメチル）α－メチルスチレン、４－（４－カルコニルカル
ボキシメチル）スチレン、４－（４－カルコニルカルボキシメチル）α－メチルスチレン
、４－（２－（４－カルコニルカルボキシ）エトキシメチル）スチレン、４－（２－（４
－カルコニルカルボキシ）エトキシメチル）α－メチルスチレン、４－（４－（４－カル
コニルカルボキシ）ブトキシメチル）スチレン、４－（４－（４－カルコニルカルボキシ
）ブトキシメチル）α－メチルスチレン、４－（６－（４－カルコニルカルボキシ）ヘキ
サノキシメチル）スチレン、４－（６－（４－カルコニルカルボキシ）ヘキサノキシメチ
ル）α－メチルスチレン、４－（８－（４－カルコニルカルボキシ）オクタノキシメチル
）スチレン、４－（８－（４－カルコニルカルボキシ）オクタノキシメチル）α－メチル
スチレン、４－（２－（４－カルコニル）エトキシメチル）スチレン、４－（２－（４－
カルコニル）エトキシメチル）α－メチルスチレン、４－（４－（４－カルコニル）ブト
キシメチル）スチレン、４－（４－（４－カルコニル）ブトキシメチル）α－メチルスチ
レン、４－（６－（４－カルコニル）ヘキサノキシメチル）スチレン、４－（６－（４－
カルコニル）ヘキサノキシメチル）α－メチルスチレン、４－（８－（４－カルコニル）
オクタノキシメチル）スチレン、４－（８－（４－カルコニル）オクタノキシメチル）α
－メチルスチレン、４－（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）スチレン、４－（４
’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）α－メチルスチレン、４－（２－（４’－フルオ
ロ－４－カルコニルオキシ）エトキシ）スチレン、４－（２－（４’－フルオロ－４－カ
ルコニルオキシ）エトキシ）α－メチルスチレン、４－（４－（４’－フルオロ－４－カ
ルコニルオキシ）ブトキシ）スチレン、４－（４－（４’－フルオロ－４－カルコニルオ
キシ）ブトキシ）α－メチルスチレン、４－（６－（４’－フルオロ－４－カルコニルオ
キシ）ヘキサノキシ）スチレン、４－（６－（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）
ヘキサノキシ）α－メチルスチレン、４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニルオキ
シ）オクタノキシ）スチレン、４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）オ
クタノキシ）α－メチルスチレン、４－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）
スチレン、４－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）α－メチルスチレン、４
－（２－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）エトキシ）スチレン、４－（２
－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）エトキシ）α－メチルスチレン、４－
（４－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）ブトキシ）スチレン、４－（４－
（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）ブトキシ）α－メチルスチレン、４－（
６－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）ヘキサノキシ）スチレン、４－（６
－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）ヘキサノキシ）α－メチルスチレン、
４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）オクタノキシ）スチレン、４
－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）オクタノキシ）α－メチルスチ
レン、４－（２－（４’－フルオロ－４－カルコニル）エトキシ）スチレン、４－（２－
（４’－フルオロ－４－カルコニル）エトキシ）α－メチルスチレン、４－（４－（４’
－フルオロ－４－カルコニル）ブトキシ）スチレン、４－（４－（４’－フルオロ－４－
カルコニル）ブトキシ）α－メチルスチレン、４－（６－（４’－フルオロ－４－カルコ
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ニル）ヘキサノキシ）スチレン、４－（６－（４’－フルオロ－４－カルコニル）ヘキサ
ノキシ）α－メチルスチレン、４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニル）オクタノ
キシ）スチレン、４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニル）オクタノキシ）α－メ
チルスチレン、４－（２－（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）エチル）スチレン
、４－（２－（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）エチル）α－メチルスチレン、
４－（４－（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）ブチル）スチレン、４－（４－（
４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）ブチル）α－メチルスチレン、４－（６－（４
’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）ヘキシル）スチレン、４－（６－（４’－フルオ
ロ－４－カルコニルオキシ）ヘキシル）α－メチルスチレン、４－（８－（４’－フルオ
ロ－４－カルコニルオキシ）オクチル）スチレン、４－（８－（４’－フルオロ－４－カ
ルコニルオキシ）オクチル）α－メチルスチレン、４－（２－（４’－フルオロ－４－カ
ルコニルカルボキシ）エチル）スチレン、４－（２－（４’－フルオロ－４－カルコニル
カルボキシ）エチル）α－メチルスチレン、４－（４－（４’－フルオロ－４－カルコニ
ルカルボキシ）ブチル）スチレン、４－（４－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボ
キシ）ブチル）α－メチルスチレン、４－（６－（４’－フルオロ－４－カルコニルカル
ボキシ）ヘキシル）スチレン、４－（６－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ
）ヘキシル）α－メチルスチレン、４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボ
キシ）オクチル）スチレン、４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）
オクチル）α－メチルスチレン、４－（２－（４’－フルオロ－４－カルコニル）エチル
）スチレン、４－（２－（４’－フルオロ－４－カルコニル）エチル）α－メチルスチレ
ン、４－（４－（４’－フルオロ－４－カルコニル）ブチル）スチレン、４－（４－（４
’－フルオロ－４－カルコニル）ブチル）α－メチルスチレン、４－（６－（４’－フル
オロ－４－カルコニル）ヘキシル）スチレン、４－（６－（４’－フルオロ－４－カルコ
ニル）ヘキシル）α－メチルスチレン、４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニル）
オクチル）スチレン、４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニル）オクチル）α－メ
チルスチレン、４－（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシメチル）スチレン、－（４
’－フルオロ－４－カルコニルオキシメチル）α－メチルスチレン、４－（２－（４’－
フルオロ－４－カルコニルオキシ）エトキシメチル）スチレン、４－（２－（４’－フル
オロ－４－カルコニルオキシ）エトキシメチル）α－メチルスチレン、４－（４－（４’
－フルオロ－４－カルコニルオキシ）ブトキシメチル）スチレン、４－（４－（４’－フ
ルオロ－４－カルコニルオキシ）ブトキシメチル）α－メチルスチレン、４－（６－（４
’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）ヘキサノキシメチル）スチレン、４－（６－（４
’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）ヘキサノキシメチル）α－メチルスチレン、４－
（８－（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）オクタノキシメチル）スチレン、４－
（８－（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）オクタノキシメチル）α－メチルスチ
レン、４－（２－（４’－フルオロ－４－カルコニル）エトキシメチル）スチレン、４－
（２－（４’－フルオロ－４－カルコニル）エトキシメチル）α－メチルスチレン、４－
（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシメチル）スチレン、４－（４’－フルオロ
－４－カルコニルカルボキシメチル）α－メチルスチレン、４－（２－（４’－フルオロ
－４－カルコニルカルボキシ）エトキシメチル）スチレン、４－（２－（４’－フルオロ
－４－カルコニルカルボキシ）エトキシメチル）α－メチルスチレン、４－（４－（４’
－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）ブトキシメチル）スチレン、４－（４－（４’
－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）ブトキシメチル）α－メチルスチレン、４－（
６－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）ヘキサノキシメチル）スチレン、４
－（６－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）ヘキサノキシメチル）α－メチ
ルスチレン、４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）オクタノキシメ
チル）スチレン、４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）オクタノキ
シメチル）α－メチルスチレン、４－（２－（４’－フルオロ－４－カルコニル）エトキ
シメチル）スチレン、４－（２－（４’－フルオロ－４－カルコニル）エトキシメチル）
α－メチルスチレン、４－（４－（４’－フルオロ－４－カルコニル）ブトキシメチル）
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スチレン、４－（４－（４’－フルオロ－４－カルコニル）ブトキシメチル）α－メチル
スチレン、４－（６－（４’－フルオロ－４－カルコニル）ヘキサノキシメチル）スチレ
ン、４－（６－（４’－フルオロ－４－カルコニル）ヘキサノキシメチル）α－メチルス
チレン、４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニル）オクタノキシメチル）スチレン
、４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニル）オクタノキシメチル）α－メチルスチ
レン、４－（（３－（４－ビニルフェニル））プロピオニルオキシ）－４’－フルオロカ
ルコン、４－（（３－（４－ビニルフェニル））プロピオニルオキシ）カルコン、下記式
（３８）～（４５）で表される化合物等が挙げられる。
【００７３】
【化１８】

【００７４】
これらのうち、４－（６－（４－カルコニルオキシ）ヘキサノキシ）スチレンおよび上記
式（３８）～（４５）で表される化合物が好ましい。これらは、単独でまたは２種以上を
組み合わせて用いることができる。
【００７５】
共役エノン構造を有するマレイミド誘導体としては、例えば４－（４－カルコニルオキシ
）フェニルマレイミド、４－（２－（４－カルコニルオキシ）エトキシ）フェニルマレイ
ミド、４－（４－（４－カルコニルオキシ）ブトキシ）フェニルマレイミド、４－（６－
（４－カルコニルオキシ）ヘキサノキシ）フェニルマレイミド、４－（８－（４－カルコ
ニルオキシ）オクタノキシ）フェニルマレイミド、４－（４－カルコニルカルボキシ）フ
ェニルマレイミド、４－（２－（４－カルコニルカルボキシ）エトキシ）フェニルマレイ
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ミド、４－（４－（４－カルコニルカルボキシ）ブトキシ）フェニルマレイミド、４－（
６－（４－カルコニルカルボキシ）ヘキサノキシ）フェニルマレイミド、４－（８－（４
－カルコニルカルボキシ）オクタノキシ）フェニルマレイミド、４－（２－（４－カルコ
ニル）エトキシ）フェニルマレイミド、４－（４－（４－カルコニル）ブトキシ）フェニ
ルマレイミド、４－（６－（４－カルコニル）ヘキサノキシ）フェニルマレイミド、４－
（８－（４－カルコニル）オクタノキシ）フェニルマレイミド、４－（２－（４－カルコ
ニルオキシ）エチル）フェニルマレイミド、４－（４－（４－カルコニルオキシ）ブチル
）フェニルマレイミド、４－（６－（４－カルコニルオキシ）ヘキシル）フェニルマレイ
ミド、４－（８－（４－カルコニルオキシ）オクチル）フェニルマレイミド、４－（２－
（４－カルコニルカルボキシ）エチル）フェニルマレイミド、４－（４－（４－カルコニ
ルカルボキシ）ブチル）フェニルマレイミド、４－（６－（４－カルコニルカルボキシ）
ヘキシル）フェニルマレイミド、４－（８－（４－カルコニルカルボキシ）オクチル）フ
ェニルマレイミド、４－（２－（４－カルコニル）エチル）フェニルマレイミド、４－（
４－（４－カルコニル）ブチル）フェニルマレイミド、４－（６－（４－カルコニル）ヘ
キシル）フェニルマレイミド、４－（８－（４－カルコニル）オクチル）フェニルマレイ
ミド、４－（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）フェニルマレイミド、４－（２－
（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）エトキシ）フェニルマレイミド、４－（４－
（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）ブトキシ）フェニルマレイミド、４－（６－
（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）ヘキサノキシ）フェニルマレイミド、４－（
８－（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）オクタノキシ）フェニルマレイミド、４
－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）フェニルマレイミド、４－（２－（４
’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）エトキシ）フェニルマレイミド、４－（４－
（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）ブトキシ）フェニルマレイミド、４－（
６－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）ヘキサノキシ）フェニルマレイミド
、４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）オクタノキシ）フェニルマ
レイミド、４－（２－（４’－フルオロ－４－カルコニル）エトキシ）フェニルマレイミ
ド、４－（４－（４’－フルオロ－４－カルコニル）ブトキシ）フェニルマレイミド、４
－（６－（４’－フルオロ－４－カルコニル）ヘキサノキシ）フェニルマレイミド、４－
（８－（４’－フルオロ－４－カルコニル）オクタノキシ）フェニルマレイミド、４－（
２－（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）エチル）フェニルマレイミド、４－（４
－（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）ブチル）フェニルマレイミド、４－（６－
（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）ヘキシル）フェニルマレイミド、４－（８－
（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）オクチル）フェニルマレイミド、４－（２－
（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）エチル）フェニルマレイミド、４－（４
－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）ブチル）フェニルマレイミド、４－（
６－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）ヘキシル）フェニルマレイミド、４
－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）オクチル）フェニルマレイミド
、４－（２－（４’－フルオロ－４－カルコニル）エチル）フェニルマレイミド、４－（
４－（４’－フルオロ－４－カルコニル）ブチル）フェニルマレイミド、４－（６－（４
’－フルオロ－４－カルコニル）ヘキシル）フェニルマレイミド、４－（８－（４’－フ
ルオロ－４－カルコニル）オクチル）フェニルマレイミド、４－（８－（４’－フルオロ
－４－カルコニルオキシ）オクタノキシメチル）フェニルマレイミド、４－（８－（４’
－フルオロ－４－カルコニルカルボキシ）オクタノキシメチル）フェニルマレイミド、４
－（２－（４’－フルオロ－４－カルコニル）エトキシメチル）フェニルマレイミド、４
－（４－（４’－フルオロ－４－カルコニル）ブトキシメチル）フェニルマレイミド、４
－（６－（４’－フルオロ－４－カルコニル）ヘキサノキシメチル）フェニルマレイミド
、４－（８－（４’－フルオロ－４－カルコニル）オクタノキシメチル）フェニルマレイ
ミド、下記式（４６）～（４９）で表される化合物等が挙げられる。
これらのうち、４－（６－（４－カルコニルオキシ）ヘキサノキシ）フェニルマレイミド
、４－（８－（４－カルコニルオキシ）オクタノキシ）フェニルマレイミド、４－（６－
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（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）ヘキシル）フェニルマレイミド、４－（８－
（４’－フルオロ－４－カルコニルオキシ）オクチル）フェニルマレイミド、下記式（４
６）～（４９）で表される化合物が好ましい。これらは、単独で、または２種以上を組み
合わせて用いることができる。また、前記スチレン誘導体と組み合わせて用いることもで
きる。
【００７６】
【化１９】

【００７７】
本発明において用いられる上記ポリマーには、本発明の効果を損なわない程度に他のラジ
カル重合性モノマーを併用することができる。
【００７８】
他のラジカル重合性モノマーとしては、例えばメチル（メタ）アクリレート、エチル（メ
タ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、ｉ－ブチル（メタ）アクリレート
、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリ
レート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールモノ（メタ
）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレートなどの脂肪族（メタ
）アクリレート化合物；
テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、
グリシジル（メタ）アクリレート、ジシクロペンタジエン（メタ）アクリレート、ジシク
ロペンタニル（メタ）アクリレート、トリシクロデカニル（メタ）アクリレート、イソボ
ルニル（メタ）アクリレートなどの脂環式（メタ）アクリレート化合物；
４－（メタ）アクリロイロキシカルコン、４－（メタ）アクリロイロキシ－４’－フェニ
ルカルコン、４－（メタ）アクリロイロキシ－４’－ペンチルカルコン、４－（メタ）ア
クリロイロキシ－４’－（４－ペンチルフェニル）カルコン、ベンジル（メタ）アクリレ
ート、２－ヒドロキシ－３－フェニルオキシプロピル（メタ）アクリレート、トリス（２
－ヒドロキシエチル）イソシアヌレートトリ（メタ）アクリレートなどの芳香族（メタ）
アクリレート化合物；
エチレン、プロピレン、ブテン、スチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－トリフルオロメチ
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ルスチレン、α－メチルスチレン、ｐ－トリフルオロメチル－α－メチルスチレン、４（
４－トリフルオロメチルベンゾイルオキシ）スチレン、ｐ－セチルオキシスチレン、ｐ－
パルミトイルオキシスチレン、４－トリフルオロメチルフェニル－３－（４－ビニルフェ
ニル）プロピオネート、４－セチル－３－（４－ビニルフェニル）プロピオネート、４－
ステアリル－３－（４－ビニルフェニル）プロピオネート、塩化ビニル、酢酸ビニル、ア
クリロニトリル等のビニル化合物；
無水マレイン酸、フェニルマレイミド、４－フルオロフェニルマレイミド、３,５－ジフ
ルオロフェニルマレイミド、４－（トリフルオロメチル）フェニルマレイミド、４－（セ
チルオキシ）フェニルマレイミド、４－（パルミトイルオキシ）フェニルマレイミド等の
マレイン酸誘導体；
ブタジエン、イソプレン、クロロプレン等のジエン類などが挙げられる。
【００７９】
これらのうち、スチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－トリフルオロメチルスチレン、α－
メチルスチレン、ｐ－トリフルオロメチル－α－メチルスチレン、ｐ－セチルオキシスチ
レン、ｐ－パルミトイルオキシスチレン、フェニルマレイミド、４－フルオロフェニルマ
レイミド、３,５－ジフルオロフェニルマレイミド、４－（トリフルオロメチル）フェニ
ルマレイミド、４－（セチルオキシ）フェニルマレイミド、４－（パルミトイルオキシ）
フェニルマレイミドが好ましい。
これらは単独でまたは２種以上を組み合わせて使用できる。
【００８０】
上記ポリマーにおける上記式（ＩＶ）－２Ｍで表されるスチレン誘導体および／または上
記式（ＩＶ）－３Ｍで表されるマレイミド誘導体の重合比は、好ましくは１０～１００モ
ル％、特に好ましくは２５～７５モル％である。
本発明において用いられる上記ポリマーは、前記スチレン誘導体および／またはフェニル
マレイミド誘導体を、必要に応じて、アゾビスイソブチロニトリルなどのアゾ化合物、過
酸化ベンゾイルなどの過酸化物などの触媒存在下で重合して得られる。
【００８１】
本発明において、カルコン構造を有するポリマーは１種または２種以上一緒に使用するこ
とができる。また、カルコン構造を有するポリマーとしては、カルコン構造を有するマレ
イミド／スチレン共重合体、カルコン構造を有するポリイミドおよびカルコン構造を有す
るポリアミドよりなる群から選ばれる少なくとも１種であるのが特に好ましい。
【００８２】
溶剤
本発明における液晶配向膜を形成するための液晶配向剤は、前記カルコン構造を有するポ
リマーの溶液から成る。この際用いられる溶剤としては、該ポリマーを溶解し得る有機溶
剤であれば特に制限はない。例えば、ポリイミドを用いる場合には、Ｎ－メチル－２－ピ
ロリドン、Ｎ,Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ,Ｎ－ジメチルホルムアミド、ジメチルスル
ホキシド、γ－ブチロラクトン、テトラメチル尿素、ヘキサメチルホスホルトリアミドな
どの非プロトン系極性溶媒；ｍ－クレゾール、キシレノール、フェノール、ハロゲン化フ
ェノールなどのフェノール系溶媒を例示することができる。これらは、単独または２種以
上の溶剤を組み合わせて使用できる。
【００８３】
また、ポリマーがマレイミド重合体、スチレン重合体またはマレイミド／スチレン共重合
体である場合には、例えば、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、Ｎ,Ｎ－ジメチルアセトアミ
ド、Ｎ,Ｎ－ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシド、γ－ブチロラクトン、テト
ラメチル尿素、ジメチルイミダゾリジノン、ヘキサメチルホスホルトリアミドなどの非プ
ロトン系極性溶媒；
ブチルセロソルブアセテート、酢酸プロピル、酢酸イソプロピル、酢酸ブチル、酢酸イソ
ブチル、酢酸ペンチル、酢酸イソペンチルなどのエステル系溶媒；
メチルエチルケトン、メチルブチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン
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、メチルシクロヘキサノンなどのケトン系溶媒；
クロルベンゼン、オルトジクロルベンゼン、テトラクロルエチレン、１,１,１－トリクロ
ルエタンなどのハロゲン系溶媒；
ｍ－クレゾール、キシレノール、フェノール、ハロゲン化フェノールなどのフェノール系
溶媒を例示することができる。これらは、単独または２種以上組み合わせて使用できる。
なお、前記溶剤には、用いられる重合体の貧溶媒を、重合体が析出しない範囲で併用する
ことができる。
用いられる液晶配向剤の固形分濃度は、好ましくは１～２０重量％である。
【００８４】
その他の添加剤
本発明において用いられる上記液晶配向剤は、本発明の効果を損なわない範囲で、特定重
合体以外の重合体を含有することができる。特定重合体以外の重合体としては、ポリイミ
ド、ポリアミック酸、ポリアミド、ポリエステル、ポリ（メタ）アクリレート、ポリシロ
キサン、ポリスチレン、ポリマレイミド等が挙げられる。これらのうち、耐熱性に優れて
いる点からポリイミドおよびポリアミック酸が好ましい。
【００８５】
また、本発明において用いられる上記液晶配向剤は、プレチルト角の安定化および塗膜強
度アップのために、種々の熱硬化性の架橋剤を含有することもできる。熱硬化性架橋剤と
しては、多官能エポキシ含有化合物が有効であり、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、フ
ェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、環状脂肪族
エポキシ樹脂、グリシジルエステル系エポキシ樹脂、グリシジルジアミン系エポキシ樹脂
、複素環式エポキシ樹脂、エポキシ基含有アクリル樹脂などが使用できる。市販品では、
例えばエポライト４００Ｅ、同３００２（共栄社油脂化学工業（株）製）、エピコート８
２８、同１５２、エポキシノボラック１８０Ｓ（油化シェルエポキシ（株）製）などを挙
げることができる。
さらに、前述の多官能エポキシ含有化合物を使用する際、架橋反応を効率良く起こす目的
で、１－ベンジル－２－メチルイミダゾールなどの塩基触媒を添加することができる。
【００８６】
また、本発明における上記液晶配向剤は、基板との接着性を改善する目的で、官能性シラ
ン含有化合物を含有することができる。官能性シラン含有化合物としては、例えば、３－
アミノプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、２－アミ
ノプロピルトリメトキシシラン、２－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－（２－ア
ミノエチル）－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３
－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、３－ウレイドプロピルトリメトキシシラン、
３－ウレイドプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－エトキシカルボニル－３－アミノプロピ
ルトリメトキシシラン、Ｎ－エトキシカルボニル－３－アミノプロピルトリエトキシシラ
ン、Ｎ－トリエトキシシリルプロピルトリエチレントリアミン、Ｎ－トリメトキシシリル
プロピルトリエチレントリアミン、１０－トリメトキシイシリル－１,４,７－トリアザデ
カン、１０－トリエトキシシリル－１,４,７－トリアザデカン、９－トリメトキシシリル
－３,６－ジアザノニルアセテート、９－トリエトキシシリル－３,６－ジアザノニルアセ
テート、Ｎ－ベンジル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－ベンジル－３－ア
ミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラ
ン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－ビス（オキシエチレン
）－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－ビス（オキシエチレン）－３－アミノ
プロピルトリエトキシシランおよび特開昭６３－２９１９２２号公報記載のテトラカルボ
ン酸二無水物とアミノ基含有シラン化合物との反応物などを挙げることができる。
本発明における上記液晶配向剤は、全固形分中の５０重量％以上が、前記カルコン構造を
有するポリマーであることが好ましい。
【００８７】
液晶配向膜
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液晶配向剤を用いて液晶配向膜を形成する方法としては、例えば次の方法が挙げられる。
まず、電極対、例えば櫛形透明導電膜が設けられた基板の電極側に、本発明における液晶
配向剤をロールコーター法、スピンナー法、印刷法等により塗布し、４０～２００℃の温
度で加熱して塗膜を形成させる。塗膜の膜厚は、好ましくは０.００１～１μｍ、より好
ましくは０.００５～０.５μｍである。
前記基板としては、例えばフロートガラス、ソーダガラス等のガラス、ポリエチレンテレ
フタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエーテルスルホン、ポリカーボネート等
のプラスチックフィルム等からなる透明基板を用いることができる。
【００８８】
前記透明導電膜としては、ＳｎＯ2からなるＮＥＳＡ膜、Ｉｎ2Ｏ3－ＳｎＯ2からなるＩＴ
Ｏ膜等を用いることができる。これらの透明導電膜のパターニングには、フォト・エッチ
ング法、予めマスクを用いる方法等が用いられる。
液晶配向剤の塗布に際しては、基板および透明導電膜と塗膜との接着性をさらに良好にす
るために、基板および透明導電膜上に、予め官能性シラン含有化合物、チタネート等を塗
布することもできる。
本発明において、液晶配向能の付与は、基板上に形成された塗膜に偏光紫外線を照射する
ことにより行う。
【００８９】
照射時、カルコン構造を有するポリマーは好ましくはそのガラス転移温度から、ガラス転
移温度より１００℃高い温度までの範囲の温度に加熱されるかまたは該ポリマーに対し１
～２０重量％の範囲で溶剤を含有していることが好ましい。なお、当該溶剤としては、上
述した液晶配向剤に用いられる溶剤をそのまま用いることができる。なお、本発明の方法
によれば、膜形成基板を水平に保ちながら液晶配向処理を行うことが可能なので、基板を
ポリマーのガラス転移温度以上の温度に加熱させるためのヒーターも容易に設置すること
ができる。
【００９０】
光照射には偏光された紫外線が用いられる。照射後、場合によってはさらに１５０～２５
０℃の温度で加熱処理を行う。放射線としては、１５０ｎｍ～６００ｎｍの波長を有する
紫外線を用いることができるが、２００ｎｍ～６００ｎｍの波長を有する紫外線が好まし
く、照射エネルギーは０.０１Ｊ／ｃｍ2から５０Ｊ／ｃｍ2が好ましい。
前記光源としては、例えば低圧水銀ランプ、高圧水銀ランプ、重水素ランプ、メタルハラ
イドランプ、アルゴン共鳴ランプ、キセノンランプ、エキシマーレーザー等が使用できる
。
【００９１】
前記波長領域の紫外線は、フィルター、回折格子等を前記光源と併用する等の手段により
得ることができるが、簡便には、偏光板としてパイレックスガラス製偏光板など３２０ｎ
ｍより短い波長の紫外線を透過しないものを、前記光源とともに用いてもよい。
本発明によれば、液晶のプレチルト角は、通常、０°～１°の範囲である。
【００９２】
液晶表示素子
本発明の液晶表示素子は、例えば次の方法によって製造することができる。
（１）まず、電極により構成された表示画素、例えば櫛形透明導電膜が設けられた基板の
電膜側に、直接または予め形成した絶縁膜を介して、液晶配向剤をロールコーター法、ス
ピンナー法、印刷法などで塗布し、好ましくは８０～２５０℃、より好ましくは１２０～
２００℃の温度で加熱してポリイミドおよび／またはポリアミック酸の塗膜を形成させる
。この塗膜の膜厚は、好ましくは、０.００１～１μｍ、より好ましくは０.００５～０.
５μｍである。
【００９３】
前記基板としては、例えばフロートガラス、ソーダガラスなどのガラス、ポリエチレンテ
レフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエーテルスルホン、ポリカーボネート
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などのプラスチックフィルムなどからなる透明基板を用いることができる。
前記透明導電膜としては、ＳｎＯ2からなるＮＥＳＡ膜、Ｉｎ2Ｏ3－ＳｎＯ2からなるＩＴ
Ｏ膜などを用いることができ、これらの透明導電膜のパターニングには、フォト・エッチ
ング法、予めマスクを用いる方法などが用いられる。
（２）次いで、前記塗膜の全面に、偏光した紫外線を照射し、場合によってはさらに１５
０～２５０℃の温度で加熱処理を行い、液晶配向能を付与する。本発明において使用され
る紫外線は、好ましくは１５０～４５０ｎｍの波長を有するものであり、特に１９０～３
８０ｎｍの波長を有するものが好ましい。
【００９４】
紫外線の照射量は、通常、１～１０,０００ｍＪである。
紫外線の光源としては、例えば低圧水銀ランプ、高圧水銀ランプ、重水素ランプ、メタル
ハライドランプ、アルゴン共鳴ランプ、キセノンランプ、エキシマーレーザーなどが使用
できる。
また、紫外線の偏光は、前記光源と偏光板、偏光プリズムなどの光学素子を組み合わせて
得られる。
（３）表示画素の上に前記液晶配向膜が形成された基板２枚を、液晶配向膜を照射した偏
光した紫外線の偏光方向が平行となるよう対向させ、基板の間の周辺部をシール剤でシー
ルし、液晶を充填し、充填孔を封止して液晶セルとし、その両面に偏光板を、直交または
平行になるように張り合わせることにより液晶表示素子とされる。
前記シール剤としては、例えば硬化剤およびスペーサーとしての酸化アルミニウム球を含
有したエポキシ樹脂などを用いることができる。
【００９５】
前記液晶としては、ネマティック型液晶、スメクティック型液晶、その中でもネマティッ
ク型液晶を形成させるものが好ましく、例えばシッフベース系液晶、アゾキシ系液晶、ビ
フェニル系液晶、フェニルシクロヘキサン系液晶、エステル系液晶、ターフェニル系液晶
、ビフェニルシクロヘキサン系液晶、ピリミジン系液晶、ジオキサン系液晶、ビシクロオ
クタン系液晶、キュバン系液晶などが用いられる。また、これらの液晶に、例えばコレス
チルクロライド、コレステリルノナエート、コレステリルカーボネートなどのコレステリ
ック液晶や商品名Ｃ－１５、ＣＢ－１５（Ｍｅｒｃｋ Ｌｔｄ.）として販売されているよ
うなカイラル剤などを添加して使用することもできる。さらに、ｐ－デシロキシベンジリ
デン－ｐ－アミノ－２－メチルブチルシンナメートなどの強誘電性液晶も使用することが
できる。
【００９６】
液晶セルの外側に使用される偏光板としては、ポリビニルアルコールを延伸配向させなが
ら、ヨウ素を吸収させたＨ膜と呼ばれる偏光膜を酢酸セルロース保護膜で挟んだ偏光板、
またはＨ膜そのものからなる偏光板などを挙げることができる。
【００９７】
【実施例】
以下実施例により本発明をさらに詳述する。本発明はこれらの実施例により何ら制限され
るものではない。
＜応答特性の評価方法＞
中間調表示状態となる電圧を液晶セルに印加した後、電圧をオフとした時の時刻をＴ１と
し、液晶セルの透過率がオフ時透過率の１０％になった時の時刻をＴ２として、Ｔ２－Ｔ
１の値を求めた。この値が小さいほど、液晶表示素子の応答特性（立ち下り特性）は良好
である。なお、液晶セルに印加した電圧は、矩形波６４Ｈｚで印加電圧は２．５Ｖであっ
た。
【００９８】
実施例
４－（６－（４－カルコニルオキシ）ヘキサノキシ）フェニルマレイミド－４－（６－（
４－カルコニルオキシ）ヘキサノキシ）スチレン交互共重合体をγ－ブチロラクトンに４
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ｗｔ％の比率で溶かして液晶配向剤を調製し、これをＩＴＯ膜からなる櫛形透明電極を有
するガラス基板の電極面に塗布し、１８０℃ホットプレートで溶剤を乾燥させることによ
り８００Åの膜厚の塗膜を形成した基板を得た。この基板をホットプレートに載せ１６０
℃に加熱した。この基板に対し、波長３６５ｎｍの偏光を、偏光方向と櫛形電極の長手方
向とのなす角が０～９０°になるように照射して液晶配向膜を得た。照射量は５Ｊ／ｃｍ
2 であった。この露光工程により液晶配向膜が形成された２枚の基板を、液晶配向方向が
平行になるように張り合わせてセル厚３．５μｍのセルを作成し、液晶ＭＬＣ－２０４３
（メルク社製）を注入し、本発明の液晶表示素子を得た。得られた素子のオン－オフ時の
応答特性を評価したところ、立ち下り特性は１５ｍ秒であった。
【００９９】
また、この液晶表示素子についてクリスタルローテンション法により液晶のプレチルト角
を測定すると、０.５度のプレチルト角が発現されていることが確認された。露光時の基
板温度を変えた他は、上記工程と同様にして液晶表示素子を作成し、プレチルト角を測定
した。測定されたプレチルト角と基板温度との関係を図１に示す。
【０１００】
参考例
上記露光工程の代わりに、ナイロン製の布を巻き付けたロールを有するラビングマシーン
により、ロール毛足押し込み長０.６ｍｍ、ロール回転数５００ｒｐｍ、ステージの移動
速度１ｃｍ／秒でラビング処理を行って液晶配向膜を得た。液晶配向膜が形成された２枚
の基板を、ラビング方向が逆平行になるように張り合わせてセル厚３．５μｍのセルを作
成し、液晶ＭＬＣ－２０４３（メルク社製）を注入し、液晶表示素子を得た。得られた素
子のオン－オフ時の応答特性を評価したところ、立ち下り特性は１５ｍ秒であった。
【０１０１】
【発明の効果】
本発明によれば、視野角特性に優れるとともに表示特性にも優れた、横電解方式の液晶表
示素子を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明で用いられる液晶配向膜の基板温度とプレチルト角との関係の一例である
。
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